









































「事件・裁判関連」が 12 件（22.6％）、その他が 23
件（43.4％）であった。 
 一方、本年の 1 月 1 日から 6 月 30 日までの半年間
について朝日新聞、読売新聞で調査した結果、朝日新
聞では 57 件、読売新聞では 55 件、2 誌合計 112 件
で、そのうち記事の中で『精神障害』『精神疾患』が
記事の内容と深く関連しているものは 71 件（64％）、
副次的に扱われているものは 41 件であった。  
 71 件の内訳は「労働災害関連」が 13 件（18.3％）、
「精神障害者の就労(就職)関連」が 8 件（11.3％）、
「精神障害者の地域での生活関連」が 15 件（21.1％）、
「事件・裁判関連」が 23 件（32.4％）、「ギャンブ
ル依存症関連」が2件（2.8％）、その他が10件（14.1％）
であった。 
 本年の調査から「労働災害関連」では、精神疾患に
よる労災申請の増加、過労死等防止対策推進法の成
立、ストレスチェックの義務化など労働安全衛生法改
正に関連したものなどであった。「精神障害者の就労
(就職)関連」では、障害者雇用の上昇に関連したもの、
「精神障害者の地域生活関連」では、精神科病床の居
住施設への転換に関連したもの、病院でコ・メディカ
ルが退院移行に成果を上げていること、地域での多職
種連携などであった。「事件・裁判関連」では、裁判
に関しては責任能力に関するもの、事件に関しては
「精神科への通院歴」についてのものが多かった。 
 表記の仕方について「精神障害者」「精神疾患患者」
の表記から、個人については「精神疾患のある母親」
「精神疾患を発症している人」「精神障害のある人の
自立」という表現がなされている記事も散見された。 
Ⅳ 考察 
 10 年前と比較し「労災関連」の記事が多かったの
は、近年の労働環境の悪化(長時間労働、パワハラ)
による勤労者のうつ病の増加などメンタルヘルスへ
の関心の高まりが大きく影響していると考えられた。
「精神障害者の就労」「精神障害者の地域生活関連」
について多く取り上げられており、社会的にも「入院
医療中心から地域生活中心へ」意識が強くなってきた
ように思われる。また、具体的ケースを通して取り上
げられていることが多く、表記の仕方についても「･･･
のある人」と表現することで、精神障害・精神疾患も
その人の一部に過ぎないという個人を尊重した表記
の仕方もみられ『精神障害』『精神疾患』に対する理
解が身近なものとして深まっていくと考えられた。 
Ⅴ 結論 
 新聞記事上では、10年前と比較し「労働災害関連」
「精神障害者の就労関連」「精神障害者の生活関連」
について件数が多く、地域での生活を意識した傾向が
より強く見て取れた。 
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